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政策法務編

地 域を担う自治 体 職 員に 必 要な 法 務 能 力を問う！

それぞれの地域にふさわしい政策実現や課題解決のために、
　 既存の法令や制度を解釈・運用するために必要な政策法務知識の基礎を学ぶことができます。

本書の活用法

●自治体法務検定の受検対策のための学習テキストとして！
●日常の実務で生じる疑問や課題を解決するための手引書として！
●キャリアアップを目指す自学用のテキストとして！
●職員研修会のテキストとして！

体裁 B5判・400頁

編集 自治体法務検定委員会　代表　成田頼明（横浜国立大学名誉教授）

政策法務編　編集委員
鈴木　庸夫（千葉大学法科大学院教授）
北村　喜宣（上智大学法学部・法科大学院教授）
礒崎　初仁（中央大学法学部教授）
出石　　稔（関東学院大学法学部教授）
田中　孝男（九州大学法学研究院准教授）

価格 2,940円（本体2,800円）

平成23年度
詳 細 はコチラ ▶▶▶

★的確に行政実務を推進していくために必要な政策法務能力の向上をめざす検定です。
★検定問題は、主に「自治体法務検定公式テキスト 政策法務編 平成23年度検定対応」の
　内容を中心に出題されます。
★事案解決や新たな政策立案とその実現に如何に活かすか、法務の基礎力から応用力
　までを問います。

自 治 体 法 務 検 定に関する情 報をメールでお届けします！

「自治体法務検定」受検に関する情報や演習問題、検定委員のコラムなど、検定に関する情報を
メールでお知らせします。下記のアドレスに空メールをお送りください。

※送信前にドメイン「daiichihoki.com」を受信可能に設定してください。 j i c h i k e n @ d a i i c h i h o k i . c o m

h t t p : / / w w w . j i c h i - k e n . c om
は７月に実施いたします。政策法務

政策法務の特徴

政策法務編



部署名

＜お客様の個人情報の取扱いについて＞
お客様よりお預かりしたお名前・住所等の個人情報は、商品や代金請求書の発送、アフターサービス、弊社商品・サービスのご案内をするために使用いたします。ご同意のうえ
お申し込みくださいますようお願いいたします。ご不明な場合、また個人情報の照会、訂正、削除を希望される場合は、フリーダイヤルにてご連絡ください。お客様よりお預かりしま
した個人情報は、弊社ホームページに掲載の「プライバシーポリシー」に従い適切に管理いたします。　　　　　  　フリーダイヤル TEL　 0120̶203̶696　FAX　 0120̶202̶974 
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■宛先
〒107̶8560
東京都港区南青山2̶11̶17
第一法規株式会社
FAX　　0120̶302̶640

この申込書は、ハガキに貼るか、
このままFAXで下記宛お送りく
ださい。

書店印

取 扱 い

平成　　　　年　　　　月　　　　日上記のとおり申し込みます。なお、代金は現品受領後、請求書により支払います。

＊弊社宛直接お申込いただく場合、一回のご注文でお届け先が一箇所、お買い上げ合計金額5,000円（税込）以上のご注文は、国内配送料サービス
　といたします。また、お買い上げ合計金額5,000円（税込）未満のご注文については、国内配送料450円にてお届けいたします。

＜クレジットカードでもお支払いいただけます＞
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●定価2,940円（本体2,800円）　［コード026708］

申　込　書　〈第一法規刊〉

お試し読み、お申込はコチラ
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